
我が国の音楽産業の国際展開に向けて 

平成２６年４月 

音楽産業の国際展開に関するタスクフォース 

知的財産戦略本部 

資料１-２ 



はじめに 

 知的財産戦略本部は 2003年、我が国を巡る国際貿易構造が転換点を迎える中

で、発明、ブランドその他の我が国の知的財産の創造を新産業創出と国際競争

力向上の原動力とする「知的財産立国」を実現すべく設置され、爾来 10年にわ

たり年次計画である「知的財産推進計画」において、政府関係省庁が取り組む

べき課題を提示してきた。

 知的財産戦略本部の設立以来、10 年の間に我が国の国際競争力を巡る環境は

大きく変化した。一つは、我が国の国内市場が少子高齢化で従来と同様の成長

が見込みにくい中、アジア、中東、中南米等の新興国で中間所得層が拡大した

ことで、我が国産業が海外市場に注目せざるを得なくなったこと、一方で国際

市場では、従来の欧米勢に加え新興国が製造業の分野で大きく競争力を伸ばし、

これまで我が国が国際競争力の中心としてきた製造業の技術的優位性だけでは

勝てず、ブランド力、システム力での優位性を確保しなければならなくなって

いることである。

 後者に関し注目すべき点は、英国政府は 1997年に「クール・ブリタニア」を

提唱しクリエイティブ産業の国際競争力強化を正面から提示したこと、また韓

国政府も、1998 年の金大中大統領主導による文化産業振興策を皮切りに、政府

の全面的な支援を背に世界で韓流ブームを起こすなど、テレビ番組や映画・音

楽・アニメ等といった従来の国際経済の分野では比較的注目が少なかったコン

テンツ産業が政府の支援を受け、国家ブランドの構築や他国製品との差別化の

上で大きな役割を果たす現象が起きていることである。韓国は、韓流ブームを

新興国で作り出すことで韓国文化・製品のファンを創出するとともに、韓国の

伝統芸術や食文化等の伝播を通じて国家ブランドを高め、携帯電話や化粧品、

自動車等の韓国製品の市場拡大に繋げている。20 世紀末に提起されたものの概

念的にしか理解されていなかった国家の「ソフト・パワー」の影響力が、国際

経済市場において実践的に証明されることとなったのがこの 10年間の大きな変

化と言えよう。

 我が国においても、英国や韓国と同様、国家ブランド構築とコンテンツ産業

の市場拡大に向け、知的財産戦略本部をはじめ各省庁において様々な支援策を

講じてきた。aRma（映像コンテンツ権利処理機構）や J-LOP 支援事業の開始、

リスクマネーの供給を行うため、2013 年に設立された株式会社海外需要開拓支

援機構（以下、「クールジャパン機構」）等によって、支援の枠組は一通り構築
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されたと言える。しかしながら、これらのツールを効果的に活用することで海

外市場でのファンを拡大し、他産業の市場獲得と連動させることで、総合的な

輸出拡大を図るための具体的な取組はまだ緒に就いたばかりである。特に、映

画、アニメ、音楽、出版、ゲーム等のコンテンツ分野毎に海外でのファン層拡

大の方法策は大きく異なる。政府の支援策を活用しつつ、具体的な成果に繋げ

るためには、各分野での海外展開のための市場分析を綿密に行い、国別の戦略

を構築し、官民が分担を明確にして、一体で取組を進める必要がある。 
 
 知的財産戦略本部では 2013 年 10 月に、従来の施策の検証を行い新たな対策

を検討すべく「検証・評価・企画委員会」を設置した。同委員会においては、

我が国の知的財産の活用、特にコンテンツの海外展開における課題について検

証を行い、①各コンテンツ分野における知的財産創造サイクル（創造、保護、

活用）を効果的に回すこと、②コンテンツの海外展開における政府施策の効果

的な活用方法を検討すること、③コンテンツ分野間及び他の製造業等とコンテ

ンツとの連携を促進すること、等が今後取り組むべき課題として示された。こ

れを受けて、同委員会では、積極的な海外展開及び国内誘致に取り組む代表的

なコンテンツ分野として、音楽産業を取り上げることとし、本年 2 月に「音楽

産業の国際展開に関するタスクフォース」を設置し集中的な議論を行った。タ

スクフォースの構成委員及び議論された論点は次頁のとおりである。 
 
 本報告書は、タスクフォースでの議論のとりまとめ結果として、今後の政府

や業界関係者等の取り組むべき課題を示したものである。また、我が国の音楽

産業が国際展開を加速化させ周辺産業の国際市場拡大に繋げることで、知的財

産を基礎とした我が国産業の発展を目指すとともに、我が国が他国との文化交

流を深め海外にも開かれた社会を構築すべく、関係者が一層の努力を行うため

の指針となることを目指している。今後とも知的財産戦略本部が司令塔となり、

本報告書を基に関係省庁が取り組むべき課題を「知的財産推進計画 2014」に反

映させ、毎年度のレビューを通じて施策を力強く前進させることが期待される。 
 

平成 26年 4月 11日 
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音楽産業の国際展開に関するタスクフォース 委員名簿（敬称略） 
 

議長 重村 博文（日本レコード協会副会長、キングレコード代表取締役社長） 
委員 石橋 誠一（日本レコード協会理事、テイチクエンタテインメント代表

取締役社長） 
    大石 征裕（日本音楽制作者連盟理事長、マーヴェリック・ディー・シー・

グループ代表） 
    後藤由多加（音楽産業・文化振興財団理事長、フォーライフミュージック

エンタテイメント代表取締役社長） 
    龍村  全（弁護士、弁理士） 
    谷口  元（日本音楽出版社協会会長、エイベックス・ミュージック・パ

ブリッシング代表取締役社長） 
    中西 健夫（コンサートプロモーターズ協会会長、ディスクガレージ代表

取締役） 
    堀  義貴（日本音楽事業者協会会長、ホリプロ代表取締役社長） 
    中村伊知哉（検証・評価・企画委員会座長、慶應義塾大学大学院教授） 

オブザーバー   
総務省、外務省、文部科学省文化庁、経済産業省、国土交通省観光庁、海外需

要開拓支援機構（クールジャパン機構）、国際交流基金、コンテンツ海外流通促

進機構（ＣＯＤＡ）、日本音楽著作権協会（ＪＡＳＲＡＣ）、日本貿易振興機構

（ＪＥＴＲＯ）、放送コンテンツ海外展開促進機構（ＢＥＡＪ）、電通、博報堂 
 

タスクフォース開催日程及び議題 
 第 1回 平成 26年 3月 3日（月） 

  議題：音楽産業の国際展開に向けた課題、各業界団体での取組状況等 
第 2回 平成 26年 3月 17日（月） 

  議題：海外展開における課題と対応策 
畠中達郎氏（アミューズ代表取締役社長）及び水谷允久氏（タワーレコー

ド ディストリビューション事業本部本部長）よりヒアリング 
第 3回 平成 26年 3月 27日（木） 

  議題：ネット配信への対応、海外展開に向けた具体的な対応策 
  榎本幹朗氏（コンサルタント）よりヒアリング 
第 4回 平成 26年 4月 4日（金） 

  議題：我が国への外国客誘致に関する課題、報告書案について 
井上俊彦氏（札幌・北海道コンテンツ戦略機構 理事長）及び宮野治彦氏

（CROONER Pte. Ltd. CEO）よりヒアリング 
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第１章 我が国コンテンツ産業の国際展開の現状 

 

 近年、アニメ、映画、音楽、ゲーム等の我が国のコンテンツの海外での関心

が高まっている。特に、他のアジア諸国を中心に、若年層での日本アニメのブ

ームが他の日本コンテンツへの関心も呼び起こし、各地で日本語の学習や日本

文化に触れる機会を求める潮流が生じつつある。我が国のコンテンツの海外で

の受容は、近年では 1980年代に我が国の代表的なテレビドラマが台湾・香港・

シンガポール等の若年層の間でブームを巻き起こした事例があるが、その後

1990年代から 2000年代にかけては、韓流ブームがアジア諸国に広がる中で、我

が国のコンテンツは一時期低迷が続いていたのが実情であった。近年は、新た

にアニメやゲーム、ファッション等を誘因として、海外市場において日本コン

テンツが再び関心の的となりつつあり、これを海外での売上や周辺産業等への

裾野を拡大させていくことが求められている。 

 

●我が国のコンテンツの海外展開の状況 

 我が国の映画、ゲーム、アニメ、放送番組等は海外主要都市で人気が高いものの、海

外収入額や輸出額をみると、この数年間はまだ低迷が続いている。 

 

＜海外主要都市における日本コンテンツの視聴実態（博報堂調査）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主なコンテンツの輸出額・海外収入額＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

区分 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

日本映画の輸出額 64.3 66.2 70.8 56.3 65.6 57.6 53.0 

家庭用ゲームソフト出荷額 3,629 5,600 7,230 5,061 4,115 2,930 2,042 

アニメ制作会社の海外収入 312 263 248 153 172 160 144 

放送局の海外収入 88.9 91.8 92.5 75.0 62.5 63.6 

出典：デジタルコンテンツ白書2013

出所：博報堂Global HABIT調査2011年7月
15～54歳の男女6,591名が回答（複数回答）
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 こうした海外での新たな動きに対応して、我が国でも 2010年前後から政府と

民間が一体となったコンテンツ海外展開促進のための支援が本格的に実施され

ている。特に、海外にテレビ放送等の番組販売を行うに際しては、実演家・著

作権・著作隣接権（実演家・原盤権）の権利許諾や収益分配に関する実演家や

レコード製作者等との調整が不可欠となるが、2009 年には映像実演の権利処理

に係る業務を一元化するべく日本音楽事業者協会、日本音楽制作者連盟、日本

芸能実演家団体協議会によって aRma（映像コンテンツ権利処理機構）が設立さ

れたほか、2013 年にはレコード原盤権の権利処理に関し、総務省の検討会取り

まとめを受けてホワイトリスト・データベースの整備及び暫定ルールの策定に

よる権利処理迅速化に係る実証実験が開始された。また、映画やテレビ番組等

のコンテンツの海外販売において欠かせない字幕の付与等の現地化支援（経産

省・総務省）や現地でのプロモーションイベント実施等の現地売り込み支援（経

産省）として、J-LOPによる支援事業が 2012年度より開始されている。 

 

●コンテンツ海外展開に向けた政府の支援制度 

 政府では、コンテンツの制作から現地でのファン形成、販売流通、関連商品への波及等

まで幅広い支援策を展開。特に平成 25 年には J-LOP 助成事業、クールジャパン機構設立、

BEAJ 設立等の支援策が立ち上げられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 コンテンツの海外販売において指摘されることは、コンテンツ単独での海外

輸出による実収益は少なく、場合によっては赤字覚悟でのビジネスに耐えなけ

ればならないという点である。テレビ番組を例に取ると、海外での番組販売の

一般的な価格は、ドラマ 1話当り 5万円から 10万円程度とも言われ、前述の権

J-LOP助成事業の開始（平成２５年３月）

コンテンツ制作 相手国での
ファン層形成

販売流通

ローカライズ支援 プロモーション支援 販売拠点確保等に係るリスクマネーの供給

他商品への波及効果

クールジャパン機構の設立（平成２５年１１月）

国際共同製作支援

権利処理の円滑化

人材育成支援 各国への規制緩和要請

海外での放送枠確保

海賊版対策

放送番組の権利処理に関する実証実験開始（平成２５年１１月）

グッズ販売等との連携

違法ダウンロード刑罰化

放送コンテンツ海外展開促進機構（ＢＥＡＪ）
の設立（平成２５年８月）

国際的枠組の構築

ファッション・食文化等の発信

Visit Japanの取組

映画祭・ビジネス交流支援

在外公館・ＪＥＴＲＯによる支援
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利処理コストや、渡航費を含む関係者の現場での調整コスト等と比較しても、

収益を確保できるビジネスになり得ていないのが現状である。コンテンツの海

外展開をビジネスベースで進めるためには、放送番組や映画等の放映によって

ファン層を形成し、こうしたファン層が、コンテンツだけでなくグッズや関連

商品の購入を行う流れを作り出すことで、関連産業も含めた全体的な収益を上

げられる構造を作り出すことが不可欠である。2013年 11月にクールジャパン機

構が設立されたが、例えば現地の放送枠を買い取り、それをジャパンチャンネ

ルとして使うなど、海外において日本のコンテンツを配信し、併せて関連商品

を販売する事業などを主に出資という形で支援していくことが想定される。 

 

 もっとも、これまでは総体的な日本コンテンツのファン層拡大という視点で

議論が行われ、個別のコンテンツ分野毎のファン形成のあり方やそのための戦

略について議論されることは少なかった。日本のアニメのファンは各国ともロ

ーティーン層が中心であり、彼らは日本の音楽やファッション等のコアファン

となり得ることは想定されるとしても、テレビドラマに関しては 20 代から 30

代以上の層が中心、ドキュメンタリーならば 40 代や 50 代のビジネスマン、和

食文化ならば 30 代から 60 代までの幅広い層、とりわけ比較的所得の高い層が

顧客となり得るであろう。こうしたコンテンツ毎のターゲット層の相違と、そ

れに伴うファン層拡大の波及効果については、コンテンツ分野毎の実情を踏ま

え、より詳細な分析が必要である。また、従前は日本国内で一定の評価を得た

コンテンツが、場合によっては意図しない形ながらも海外でファン層を掴むと

いう波及が多く見られたが、こうした経路での海外展開が一巡した場合、新た

に海外ファンのニーズを把握し特定国のファン層をターゲットとしたコンテン

ツ作りを行うことが必要となる。特に、ネット情報や SNS を経由した情報伝播

の急速な加速化によって、日本国内で支持を得る前に、先に海外で支持を得る

こと、或いは日本で「旬」となったコンテンツをほぼ同時に海外ファンも楽し

みたいというニーズをどう満たすかが海外市場での成功の鍵となる。従って、

作品の制作段階から国内需要だけでなく海外のニーズも見据えて動くことが必

要であり、これは我が国のコンテンツ産業が、少子高齢化によって縮小してい

く国内市場への依存から脱却し、広く国際的市場の中で稼げる継続的な再生産

プロセスを確立し、産業発展に繋げていくための対策と呼応するものと言える。 
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第２章 我が国の音楽産業を取り巻く環境 

 

 海外における我が国のコンテンツの受容が拡大する中で、その先頭を走り若

年層を中心に海外でのファン層を拡大しているのは、ニューミュージックを中

心とする我が国の音楽である。2000年代初頭の低迷の時期を経て、この数年の

間に、日本のポップスでアーティスト単独或いは現地アーティスト等との共演

で海外公演を行う件数は近年増加を続けている。 

 こうした我が国の音楽の海外展開の一方で、国内では急速なネット配信事業

の拡大や少子化等に伴う国内市場での CD等売上の減少が進んでいる。日本レコ

ード協会の調査では、2013年の音楽ソフトの生産額は 2,705億円と、1980年以

来の最低額を更新したほか、ネット配信売上高でも前年比 77％となったのは、

スマートフォンの急速な普及等を背景としたエンタテイメントの多様化の中で、

音楽産業全体がファンの維持に苦慮している構図を示している。 

 

●音楽ソフト生産額・ネット配信売上額の概況 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

一方で、こうしたソフトの売上の低迷と同時に、ライブエンタテイメントの

売上は好調であり、2013年の国内音楽コンサートの年間売上額は、過去最大の

2,300億円を計上している（コンサートプロモーターズ協会調べ）。これによっ

て示されることは、音楽そのものに対するニーズの減少ではなく、ネット配信

等でより楽曲が手軽に入手できるようになった一方で、アーティストや音楽を

より身近で感じたいというファンが増加し、音楽ソフト販売とライブエンタテ

イメントの共存の構造がより明確化してきたとも言える。こうした国内市場の

構造変化の中で、音楽産業が継続的な収益を確保し楽曲創造のサイクルを回し

ていくためには、積極的な海外市場の開拓、ネットによる楽曲配信や情報発信

への対応、コンサートやファンイベントの開催等を連携させて取り組んでいく

ことが重要となっている。 

3,672 3,516 3,333
2,961

2,496 2,250 2,117 2,277 1,985

550 568
578

656

669
586 702

831
720

343 535 755
905

910
860 720

543

417

日本レコード協会資料より作成

有料ネット配信

年間売上額（億円）

音楽ビデオ

生産額（億円）

CD等オーディオレコード

生産額（億円）
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●国内でのコンサート公演の動向 

 国内での音楽コンサートの年間動員数・売上高は急速に拡大し、2013 年売上高（グッズ売上を含

まないチケットの総売上高）は 2,318 億円と過去最高額となった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

「レジャー白書 2013」によると、2012 年の余暇活動の参加人口は「音楽鑑賞（CD、レコード、テー

プ、FM など）」が 4,000 万人で 5 位、「音楽会、コンサートなど」が 2,570 万人で 14 位となっており、

音楽関係の余暇活動時間は安定して高くなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

また、音楽産業の国際展開は、業界だけでなく我が国経済全体に裨益するも

のとして捉えることが重要である。推計によれば、音楽関連産業としてカラオ

ケや音響機器・楽器等も含めれば、産業全体の規模は約 3兆 1千億円となり、

77,650 

231,832 

60,000 
80,000 

100,000 
120,000 
140,000 
160,000 
180,000 
200,000 
220,000 
240,000 

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

売
上
額
（
百
万
円
）

年

国内コンサート年間売上額

順位 余暇活動種目 万人

1 国内観光旅行（避暑、避寒、温泉など） 5,670

2 ドライブ 5,200
3 外食（日常的なものは除く） 5,170
4 映画（テレビは除く） 4,090
5 音楽鑑賞（CD、レコード、テープ、FMなど） 4,000
6 カラオケ 3,660
7 動物園、植物園、水族館、博物館 3,650
8 宝くじ 3,530
9 ビデオの鑑賞（レンタル含む） 3,420

10 園芸、庭いじり 3,100
11 テレビゲーム（家庭での） 3,080
12 トランプ、オセロ、カルタ、花札など 3,070
13 学習、調べもの 2,580
14 音楽会、コンサートなど 2,570
15 ジョギング、マラソン 2,450
16 バー、スナック、パブ、飲み屋 2,420
17 帰省旅行 2,370
18 体操（器具を使わないもの） 2,270
19 遊園地 2,210

20 写真の製作 （同数）
ピクニック、ハイキング、野外散歩

2,150

余暇活動の参加人口上位20位（2012年）

出典：コンサートプロモーターズ協会調べ 
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その波及効果も含めれば、音楽産業の国際展開は、広く我が国の関連産業に利

益となる他、国際展開により我が国の音楽産業の持続的発展を実現することは、

我が国の関連産業にとっても有益であるとの視点に立って、官民による取組を

推進していくことが必要である。 

 

●音楽関連産業の規模 

 音楽産業は、CD 等の音源の販売に加え、カラオケ、ライブ・コンサート、放送番組、音響機

器、関連グッズ、楽器等の幅広い産業を擁する。日本レコード協会の推計によれば、産業の市

場規模（小売金額換算）は約 5,740 億円、その他の音楽関連産業と合わせると、音楽産業全

体の市場規模は約 3 兆１千億円と推計される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ 2012 年の国内での音楽コンサートの売上高（チケット販売の

み）。音楽コンサートのほか、演劇やお笑い等のステージパ

フォーマンスを加えた広義のライブ・エンタテインメントの

2012 年の国内市場規模は 3,334 億円に上る。 

   （2013 ライブ・エンタテインメント調査レポート推計） 

※ 
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第３章 音楽産業の国際展開の現状と課題 

 音楽産業の国際展開については、「アウトバウンド」と「インバウンド」の二

つの側面がある。前者については、我が国のアーティストによる海外公演や CD

やグッズ等の海外販売に加え、我が国で作曲・編曲等された楽曲が海外アーテ

ィストによってカバーされるケース、また我が国の楽曲やアーティストの楽曲

がネット配信により海外ファンに視聴されるケース等様々な形態が取られる。 

一方、後者のインバウンドについては、日本の楽曲の海外ファンが日本国内

のコンサートに来訪するケースや、海外アーティストが我が国で公演を行うケ

ース等、現時点ではまだ大きなトレンドにはなっていないものの、我が国への

訪問外国人が 2013年に 1,000万人を超えている中で、今後も来日観光客を増加

する上で我が国の音楽コンテンツが果たす役割、また拡大する来日観光客が音

楽コンサートに参加することで得られる我が国音楽産業へのメリット等を考え

れば、インバウンドの促進が今後の重要な課題となろう。 

１．アウトバウンド―「点」を「線」、「面」に 

 海外特にアジア市場では、欧米や韓国の著名アーティストと比較して、日本

アーティストや楽曲の知名度が相対的に低い。そのため、如何に継続的にファ

ン層への働きかけを行い「接触率」を高めるかが鍵となる。現状では、海外コ

ンサートやプロモーションイベントの回数自体は増えたものの、いずれも単発

に終わり、イベント開催後のファンを繋ぎ留めるための取組が不足している。 

●海外展開の事例（Sync Music Japan レポートより転載）

過去 3 年間で、海外ライブを実施したアーティスト数は約 2.5 倍に拡大（2011 年： 88

組 → 2012 年：169 組 → 2013 年：217 組）しており、「Perfume」「L‘ Arc～en～

Ciel 」「きゃりーぱみゅぱみゅ」等、「ワールドツアー」を開催したアーティストは 23 組に

上る。2014 年は、「きゃりーぱみゅぱみゅ」、「YOSHIKI」、「ONE OK ROCK」等 54 組が海外

公演を発表（2 月現在）。 

●日本音楽の認知向上に向けたイベントの実施

2013 年 11 月、日本レコード協会等によりインドネシア・ジャカルタにおいて「J MusicLab」

が開催され、ライブパフォーマンス、ファンミーティング、CD 即売会等を実施し現地ファ
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ン約 5,000 人が参加した。また、同 10 月には音楽産業・文化振興財団等により 10 度目と

なる「東京国際ミュージックマーケット」が開催され、海外のバイヤーを招聘して商談会

等を実施した他、ショーケースライブを開催し日本音楽を国際的に発信した。その他国内

外で日本の音楽の認知向上に向けた各種イベントが実施されている。 

 

J Music Lab 開催概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ドラマやアニメ、カラオケ等と連動した音楽の展開 

 東南アジア諸国を中心に、海外ではドラマやアニメ・映画等の主題歌として我が国の音

楽が浸透するケースが顕著にみられる。1995 年にドラマ「101 回目のプロポーズ」がシン

ガポール、香港等で大ヒットしたことに合わせ、主題歌である Chage&Aska の”Say Yes”

がヒットしたように、その後もアジア諸国ではドラマ等で話題を集めることが音楽の海外

展開の鍵になっていると言える。 

1991 年以降のシンガポール音楽市場における話題  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（Crooner 宮野治彦氏の説明資料より引用） 

アーティストライブ（上） 

サイン会（左） 

 黄色のマス目は、その年に大人なら大抵が認知している話題。黒：洋楽、青：日本、赤：韓国、緑：台湾、茶：シンガポール 

 ヒットのポイントは『旬』である印象を与えることで、日本⇒台湾⇒シンガポール⇒各国の中華系／日本⇒インドネシア⇒各国のマレー系と情報が流れる。 

「１０１回目のプロポーズ」で Chage&Aska の 



また、カラオケも、アジア諸国を中心に我が国音楽の浸透に大きな役割を果たしていく

と考えられる。従来は海賊版が中心であったためＢtoＢのカラオケ産業自体からの印税収入

等は殆ど期待できなかったものの、例えば国内カラオケ大手のエクシングが任天堂と連携

して家庭用ゲーム機器「Wii-U」にカラオケを標準搭載し、アジア・欧州等において楽曲提

供サービスを開始するなど、ＢtoＣに着目したカラオケ市場への浸透が試みられている。中

国をはじめアジア諸国のカラオケ市場規模は非常に大きいことから、今後、現地の権利管

理体制の向上も図りつつ、カラオケを通じた我が国音楽の認知度の向上、また楽曲配信に

よる収益の拡大がなされることが期待される。 

海外でのコンサート実施の際のファン動員やグッズ販売等についての予測が

困難であること、海外プロモーターとの契約等に係るビジネスリスクがあるこ

と等から、単発イベントの実施だけでなく、こうした「点」での取組を「線」

に繋げることにより、安定的なファンの動員やプロモーターとの信頼関係を構

築し、かかるビジネスリスクを低減させることが、我が国業界団体の海外展開

に繋がることとなる。そのためには、海外展開に取り組む我が国関係者が互い

に情報とノウハウの共有を行い、現地でのビジネスリスクやファン層の関心事

項を共に把握し、イベント間相互の相乗効果を生じさせることが必要となる。 

音楽産業内の連携に加え、音楽以外のコンテンツ、特に海外でティーンズ層

の人気を博している我が国のアニメやゲーム、ファッション等との連携によっ

て、「面」としてのファン層の取り込みを進めることも有効な方法である。我が

国の強みを生かし、多様なコンテンツを総合的に提供できるオンラインのプラ

ットフォームの構築、或いは日本の書籍・グッズ・ファッション製品等と連携

して現地のファン層を集客できるショッピングモールや総合書店等の施設作り

等、日本コンテンツ提供の拠点整備の試みも進めるべきと考えられる。 

（１）メディア等との連携による総合的プロモーションの実施 

海外における K-POP 伸長の契機が韓流ドラマや韓国映画であったこと、米国

音楽のグローバル化に MTV の海外番組が果たした役割等から明らかなように、

ファン層獲得の効果を最大限に得る上では、一般聴衆の視聴機会の多いテレビ

放送や映画で日本の楽曲を BGM・主題歌として使い、当該放送を通じて楽曲のユ

ーザーへの接触率を高めることで、現地のファンを「面」的に取り込んでいく

ことが効果的である。 

海外での放送枠の確保については、既に昨年、放送局や商社等によって BEAJ

（放送コンテンツ海外展開促進機構）が設立され、我が国の放送番組の海外展

開を進めており、これと連携することで、日本の音楽をベースとした放送番組・
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映画・音楽番組等の海外放映を進めていくことが有効である。その際には、番

組での音楽の利用が促進されるよう、原盤権の権利処理の円滑化を図ることが

重要であり、2013 年より開始されたホワイトリスト・データベースの整備及び

暫定ルールの策定による権利処理迅速化に係る実証実験の状況も踏まえつつ、

政府各省も必要に応じ関与しながら、番組制作時における早期の権利確定、放

送局と音楽産業の間での契約の促進等を進めていくことが求められる。 

 

また、現地の放送局やアーティスト等と共同して音楽番組を制作し、現地ア

ーティストの人気や現地放送局のネットワークを活用して、日本の音楽の露出

を高めていく方法や、中国のように公衆放送に係る政府関与が強い国において

は、映画製作者等と関係を構築し現地製作の映像作品への楽曲使用を通じてユ

ーザーへの接触率を高めていく方法等も有効と考えられる。さらに、ショッピ

ングモールやファッション等との連携によって、若年層のターゲットに対して

日本の音楽を売り込んでいくことも期待される。今後、個別企業の取組を政府

や諸機関も必要に応じ支援しつつ、成功事例を蓄積しながら、業界内外にモデ

ルケースを示すことで、業界全体の動きに繋げていくことが重要である。 

 

●現地放送局等との連携による日本コンテンツの発信の事例 

①シンガポールでの日本コンテンツ専門チャンネル”Hello! JAPAN”の立上げ 

日本企業が共同出資したテレビ事業運営会社「J FOOD&CULTURE TV Pte.Ltd」を通じ、ア

ジア各国をターゲットとする日本コンテンツ専門の総合エンタテイメント・テレビチャン

ネル「Hello! JAPAN」を 2013 年 2 月に立上げ。今後アジア 11 か国・地域での展開を予定。 

 

②インドネシアでの日本チャンネル「WAKUWAKU JAPAN」開局 

スカパーＪＳＡＴはインドネシア最大手メディアの Global Mediacom 傘下の衛星放送 Sky 

Vision と提携し、日本番組専門チャンネル「WAKUWAKU JAPAN」を開局、本年 2 月からド

ラマ、スポーツ（Ｊリーグ）、映画、子供向け番組等の放映を開始。 

 

③シンガポール他 25 か国・地域での「Japan Hour」放映 

住友商事はシンガポールのテレビ局ＣＮＡの放送枠を確保（1991 年より放送開始）、同

国での地上波放送に加え、25 か国・地域で主にケーブル局を通じて日本のコンテンツを配

信。現在はテレビ東京政策の「土曜スペシャル」を放映、日本の温泉宿やグルメ等を紹介。

またシンガポールでビジネス展開する日本企業をスポンサーとして確保。 

 

④インドネシアで日本の文化・ライフスタイルを紹介する「Kokoro No Tomo」放映 

ソニー・ミュージック・エンタテイメントはインドネシア企業の PT Curio Asia 社と日本

文化紹介番組を共同制作し、本年 2 月より、現地の地上波メトロＴＶで放映開始。かつて

インドネシアで大ヒットした五輪真弓の「心の友」をタイトルに、ドラマ仕立てで日本の

ポップカルチャーを紹介。 
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●米国における放送番組を活用した音楽の海外展開（ＭＴＶの成功事例） 

米国で 1981 年に開局した音楽・エンタテインメント専門チャンネル「ＭＴＶ」の海外展

開は、番組の制作方針を現地スタッフに委ね、現地人ビデオジョッキーの起用、現地の人

気ミュージックビデオのオンエア等に積極的に取り組むことにより、欧州、アジア、中東

への進出に成功し、現在では 160 カ国以上で放送され視聴世帯は５億世帯を超える。米国

のコンテンツだけを流すのでなく現地のニーズに対応した番組作りを行ったことが視聴者

を増やし、結果として米国音楽輸出の促進に繋がったといわれる。 

 

（２）海外市場の情報収集・分析 

 

 海外展開に臨む企業にとって最初に必要となるのは、各国における権利管理

団体の機能・契約システム、現地メディア・プロモーター情報、現地の人口構

成・趣向、現地アーティストや欧米・韓国等外国勢の動向等の現地市場に関す

る情報である。これまでコンテンツ海外展開支援の一環として、海外における

コンテンツ市場の動向については種々の政府・公的機関等による調査が行われ

てきたが、音楽産業独自の契約慣行等に鑑みれば、我が国の音楽産業の海外展

開を促進する上で、音楽産業に焦点を当てて現地の動向調査を行い、業界内で

共有していくことが重要である。今後、海外市場調査を進めるに当たり、ター

ゲットとして想定されるのは、中国、台湾、香港、シンガポール、マレーシア、

インドネシア、さらに欧州、北米、中東、中南米であろう。各国における著作

権制度や音楽市場の動向について、既存の公表資料を元に 16～17頁に整理して

いるが、引き続き、各国毎のより詳細な市場動向について政府が支援し調査を

進め、業界内での共有を進めていくことが必要である。 
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アジア諸国の音楽市場の動向（インドネシア、ベトナム、タイ） 

（ジェトロ、Crooner 社調査及び日本音楽出版社協会セミナー資料等より作成） 

  

インドネシア ベトナム タイ

市場の傾向

ネットでの海賊版流通によりＣＤ販売が
激減（2006年：2,370万枚→2010年：850万

枚）した後は、コンサートや着メロが主力。
ファーストフード店でのＣＤ販売で成功し
た例もあり。チャート上位は現地アーティ

ストで独占。欧米のメタル、ハードロックを
愛好。

米国の経済制裁が解除された1995
年以降、外国音楽の受容が始まり、

ポップス市場が形成。市場はベトナ
ム歌謡が中心。ベトナム北部と南部
で市場の傾向が異なる。

CD販売が激減（2006年：792万枚
→2010年：20万枚）し、ネット配信に移

行。タイ音楽（ポップス）35％、ルーク
トゥン（伝統歌謡曲）45％、外国音楽
10％、その他5％。

市場規模

CD売上額（2010年）：23億円、配信（2011
年）：66億円

音楽市場規模（2011年）：391億円、CD
売上額（2011年）：37億円、配信（2011

年）：101億円

現地企業の動向

アーティストマネジメントも手掛ける大手
レコード会社がビジネスの中心。地場の

Lokananta、Irama等に加え、EMI、Sony 
BMG等の外資系企業も進出。

現地の大手レコード会社（ホグオム、
ベンタイン等）やプロダクションが中心。

外資系企業は少ない。

現地２大レコード会社であるGMMとRS
が市場の約半分を寡占。外資系企業

は殆ど進出していない。

ネット配信

現地通信事業者を中心に約20社がDL、
ストリーミングのサービスを実施。クレ

ジットカード保有率が低いためiTunesは
普及せず。

GMM、RSとも早期にネット配信に移行
し、2012年よりiTunesに楽曲を提供。当

初大半を占めた着メロは減少しフルソ
ングの販売が拡大。

著作権保護制度

2002年著作権法制定。万国著作権条約
未加盟。集中管理団体に関する法制度

整備が課題。

2005年知的財産法制定。集中管理
団体の役割・能力の強化が課題。近

年は著作権保護・権利収入の意識が
向上。

1994年著作権法制定。現在、技術的保
護手段、権利管理情報、ISP責任規定

等に関する法改正を検討中。なお、CD
製造法により、CDプレス発注時に商務
省知財局への申請が必要。

権利管理団体

徴収団体としてKCIがあったが、印税支
払機能が不完全。WAMIが新たに設立さ

れたが、印税徴収は殆ど行われておらず、
今後の対応が課題。

VCPMCが権利管理団体。 GMMやRSでは自社で楽曲を管理。
MCTフォノライツ（PMC）が徴収団体だ

が、活動は低調。JASRACとの間で演
奏権のみについて契約。

邦楽の受容

1980年代より、五輪真弓の「心の友」が
ヒット、カシオペア、山下達郎、喜多郎等

が知られていた。1990年代以降はアニ
メ・ゲーム音楽を通じて邦楽人気が高ま
り、ラルク・アン・シエルは最も人気のある

日本バンドで、現地のロックバンド出現に
も大きく影響。その他、嵐、宇多田ヒカル、
YURI等も人気。

1980年代頃より五輪真弓の「恋人よ」
が広く歌われてきたが、J-POPの認

知は非常に限定的。1990年代には、
浜崎あゆみや徳永英明等の邦楽曲
を現地アーティストがカバー。1998年、

ヤマハ音楽教室が現地で開校。

日本のアニメ、ジャニーズは人気が高
い。1990年代より日本のアイドル、特に

ジャニーズの人気は非常に高い。アニ
ソンの人気も高く、コスプレ人気も後押
しして、日本同様に最新のアニソンを楽

しむ層も多い。それ以外では、ビジュア
ル系のバンドの人気が高く、近年、現
地主催のイベントにゲストで呼ばれるア

ニソン歌手、ビジュアル系が多い。

外国勢の動向

2002年以降、韓流ドラマが放映されたこ
とを機にK-POPが急速に拡大。ビジュア

ル・ダンス等の魅力が若者層のファンを
拡大。K-POPのファンクラブが多数形成
され、韓国語学習、韓国料理の紹介等の

ブーム形成に寄与。

韓国の大物歌手が相次いでベトナム
でコンサートを実施。現地の若手歌

手に大きな影響を与えている。

2002年以降、現地レーベルがK-POPを
積極的にリリース。2010年頃より、K-

POPは衰退傾向にあり、ビジュアル・曲
の多様性のなさが飽きられている模様。
GMMでは日本人アーティストの発掘に

関心。

海賊版の状況

全売上に占める海賊版比率は、95.8％。 海賊版が氾濫し、公安が取り締って
いるが、殆ど効果が出ていない。

楽曲の違法コピーが氾濫。GMMやRS
ではストリーミングサービスへの移行を

検討中。取締はタイ警察が実施。エン
タメ貿易協会（TECA）で権利侵害取締
を代行。

外国企業への規制

録音スタジオ事業は地元企業に限定。放
送法により、宗教・人種等の対立を誘発

する楽曲等を禁止。

外国人事業法により、音楽コンテンツ
販売事業への外国企業の参入を規制。
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アジア諸国の音楽市場の動向（マレーシア、シンガポール、インド） 

 

  
マレーシア シンガポール インド

市場の傾向

多民族国家であり、各人種毎に好
む音楽は異なる。そのため、芸能

界も複数層に別れている。共通の
音楽は洋楽とK-POP。特に欧米の
メタル、ハードロックを好む。

法順守が厳格で海賊版も流通して
しないが、海外の音楽に占有され

国内音楽が存在しないのが特徴。
全世代に欧米アーティストの曲を聴
く層が最も多く、次に中華系バラー

ドの人気が高い。若者においては
K-POPが社会現象に。

95％が国内のアーティスト。インド
映画のサントラを公開前にCDで楽

しみ、映画を観て、またサントラで余
韻に浸る、という楽しみ方が一般的。
映画のDVDパッケージ市場も大きく、

東南アジア各国に比してCD&DVD
ショップが多い。

市場規模
CD売上額（2011年）：20億円、配信
（2011年）：39億円

CD売上額（2011年）：16億円、配信
（2011年）：9億円

音楽ソフト市場（2011年）：150億円、
配信（2011年）：148億円

現地企業の動向

地元音楽と海外の音楽が共存する
が、後者は縮小傾向。

アーティストマネジメントは小規模
な会社が多い。プロモーターは成

熟し、欧米専門(Midas, LAMC, 
Lushington, UnUsual)、K-POP専門
(Running into the Sun) など、ジャン

ルで棲み分ける。

ネット配信

デジタル配信のダウンロード料率
が政府により固定されているため、

事実上デジタル配信の契約が結べ
ない。Spotifyは無料サービスが有
るので若者で浸透。

著作権保護制度

1987年著作権法制定。2012年改
正により集中管理団体の認可制度

を導入。

1987年著作権法制定。同年に徴収
団体のCOMPASSが発足。

権利管理団体

ＭＡＣＰが演奏権管理団体として存
在。

COMPASSが徴収団体で、信頼性
は高い。音楽出版社や海外権利団

体との協力が薄い。

邦楽の受容

日本のアーティストの情報があまり
入らない中、吉田兄弟など、公演

を行ったアーティストの認知が高く
なる。一方、ジャニーズ、アニソン
のファンは昔から多い。

1990年代は日本のドラマを契機に
邦楽がヒット。日本の音楽番組が

TVで人気であり、SMAPは国民的
スターに。現在ではアニソン歌手が
圧倒的に人気で、続いてアイドル、

Visual系、邦楽のロックバンドのファ
ンコミュニティが複数存在している。

紹介される機会が無く、全く知られ
ていない状況。

外国勢の動向

マレー系の人種は、インドネシア同
様に欧米のメタル、ハードロックの

ライブを楽しむ。中華系は、シンガ
ポール同様に台湾、香港のバラー
ド曲を好むが、母体が小さく、ライ

ブは大物でないと集客が難しい。
K−POPはどちらにも人気。

昔から欧米の大物アーティストがよ
くライブを実施。1990年代は香港、

日本のアーティストのライブが多く、
2000年代初頭は台湾も。現在では
欧米、韓国、台湾アーティストが人

気でライブの頻度も多い。

近年はハリウッド映画の人気が高
まり、欧米の大物アーティストのライ

ブも増加傾向。

海賊版の状況・対策

権利元が通報をすれば厳しく取り
締まる。その情報がニュースになっ

たり、アニメ配給会社が違法ダウン
ロードをする小学生を訴えて問題
になる等、社会の話題になることも。

外国企業への規制

MIM(Made in Malaysia)の規制 が
あり、コンテンツ制作全般における

自国産業保護が徹底。

特に規制はなく、３、４年前から自
国のエンターテインメント業界の成

長を目指し、外資企業の誘致に力
を入れている。
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（３）現地での情報発信・販売・興行等拠点の構築 

 

 前述のとおり、海外市場において継続的にファンに働きかけを行っていくに

際しては、頻繁にアーティストが現地に訪問しコンサート・イベントを開催す

ることが重要であるが、そのためには現地での放送局やプロモーター等との密

接な関係を構築し、ファンを含む現地でのネットワークを形成しておく必要が

ある。こうしたネットワーク作りは音楽産業だけでなく、我が国からの製品輸

出・文化発信に向けたネットワーク作りとも連動して行うことが有効であり、

官民が一体となって現地での拠点作りを進めていくことが重要である。 

また、現地でのコアファン層を引き付けておく方策として、日本の国内市場

での音楽ビジネスの方法が示唆に富んでいる。日本国内では、新譜発売前のテ

レビ番組や広告媒体での事前プロモーションを行うとともに、初回限定盤の特

典付与や、握手会やコンサートへの優先招待を特典として提供することによっ

て、新譜の販売数を極大化させる取組が行われてきた。特に、CD に付随する歌

詞カードや写真集等は、ファン層の特定アーティストに対する関心を掻き立て、

ファン層を囲い込み、継続的なパッケージ・グッズ販売に繋げるという点で有

効に機能しており、こうした取組は海外市場においても効果的と考えられる。 

一方で、海外現地では、こうしたコンサートの開催や現地放送局との連携、

継続的にアーティストに関する新譜やイベント等の情報発信を行うこと、また

ファンの求めに応じてパッケージやグッズ等を販売するためのインフラが未構

築であり、今後、どの市場に拠点を整備するか、また前述のとおり音楽以外の

コンテンツ等との連携も視野に入れ、それらに如何なる機能を持たせるか、費

用の分担も含め議論を進めていく必要がある。 

 

 

●我が国の音楽ビジネスでの販売戦略（タワーレコード社の取組） 

国内の音楽ビジネスでは、アーティスト、レコード会社、レコード店等が連携し、特典

付き CD、インストアライブや握手会、音楽番組へのアーティストの出演等を組み合わせる

ことで需要を高め、売上を最大化させるモデルが構築されてきた。CD や DVD といった日本

のパッケージ商品は、写真、歌詞、ライナーノーツ、イベント参加券等が同梱され、ユー

ザーに対しアーティストに関連する総合的な情報を伝える媒介となっている。 

例えば、タワーレコードでは、ライブイベント等を定期的に行うことで、「行ってみたく

なる」店作りを目指しており、握手会等の店に来なければ体験できないイベントも実施し

ているほか、手書きでの商品紹介や特集コーナーの設置等によって購入の動機付けを行い、

商品の提供だけでなく「情報発信の拠点」や「音楽の聖地」として客に認識されるような

取組を行っている。タワーレコード渋谷店は、その販売点数や催事の多さ等で、外国人客

の訪問も多い。海外、特に欧州では、日本同様にパッケージ商品の需要があり、日本のビ

ジネスモデルが海外でも有効に機能する余地があると考えられる。 

 

- 18 - 
 



  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（４）海外における通関・流通コストの削減 

 

 また、海外での拠点構築に関連して、パッケージやグッズ等の販売を現地で

行う場合のコストの問題が指摘されている。海外でのグッズ販売を行うに際し

ては、現地の流通業者等を経由して発注・配送を行うことが通例であり、その

ため中間的に流通や通関のコストが上乗せされ、日本国内と比較して大幅に販

売価格が高騰する場合がある。特に、東南アジア諸国では、宗教や文化面での

理由から CDパッケージや写真集、グッズ等に関する通関時のチェックが厳しく、

通関待機や申請のためのコストが嵩むこと、また国によっては CDや Tシャツ等

に対する輸入関税が付加されることが指摘されている。アジアをはじめとする

途上国での販売を拡大する上では、これらのコスト増加要因を極力排除し価格

競争力を保つことが重要であり、そのためには、業界内での連携により現地流

通業者との一括契約を行うことや、現地流通業者に任せず自前での調達を図る

ことで中間コストを削減すること等の取組を進める必要がある。また政府とし

ても、関税削減や通関手続きの簡素化に向けた現地政府当局との協議を進めて

いくことが求められる。 

 

●海外でのパッケージ・グッズ等販売に係る通関等の問題 

 
 
 
 
 
 
 
 

タワーレコード社の店舗コンセプト 

74 
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67 
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日本 

アメリカ 

主要国のパッケージ販売比率 

出展;日本のレコード産業 2014 

インドネシア

 政治・宗教上の規制：通関時にＣＤ・ＤＶＤ・写真集等の掲載写真や記述内容につき検査を実施。

 輸入者の限定：光ディスクの輸入は、光ディスク特定輸入業者に指定された業者に限定。また、輸入に際して
は、輸入承認の取得や船積前検査が必要。光ディスク特定輸入業者の指定や輸入承認を受けるには、工業
省担当局又は法務人権省知的財産権総局長の推薦状が必要。

 関税・付加価値税の賦課：音楽ＣＤ・ＤＶＤ等の協定関税率は１０％、Ｔシャツ等の繊維製品の関税率は１５％
（ウール等毛織物は１０％）だが、我が国からの輸出であれば、日インドネシア経済連携協定により関税は無
税。また、輸入関税込価格の１０%の付加価値税が課税される。

JETRO、レコード協会調査結果等を元に作成

コンセプト ：全方位的なライブ感のあるミュージック・エンターテインメント・ストア

①ライブ・イベントの実施による体験スペースの提供
・販促イベント、ライブイベントなど催事を開催
・来店しないとできない体験の場を提供

②需要を喚起する、または満足させる商品の提供
・音楽専門店としての商品・品揃え
・「パッケージ＋α（付加価値）」の商品提供

③来店する動機づけ
・Webメディアの活用や情報のコンテンツ化による情報発信
・顧客、音楽ファンとアーティストとのコミュニケーション

④購買の動機づけ
・試聴機、デジタルツール（スマホ端末等）の活用
・手書きの店内ポップ掲示、特集コーナーの設置など

ライブ・イベント

商品・商材

情報発信

音楽の聖地

＋

＋

＋
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（５）データベースの整備と情報発信 

 

 前述のように、海外でのファン層を取り込んでいくためには、継続的な情報

発信を行い、現地ファンに対しても新譜情報やテレビドラマ等での出演情報、

コンサート・イベントの開催情報等の「旬」な情報提供を続けていくことが重

要である。その際には、ファン層の動きに合わせて、アーティスト、楽曲、コ

ンサート、ファンミーティング、新譜発売等の総合的かつ正確な情報を提供す

ること、また現地語または英語による発信を行うことが肝要である。 

 

 ネット配信への対応という視点からも自前のオフィシャルなデータベース構

築の重要性は高い。Spotifyや You Tube等のグローバル・プラットフォームは、

楽曲のオンライン配信だけでなく、客の楽曲への趣向を元にコンサート情報や

アーティスト情報を提供することにより、ファン層の囲い込みと、関心分野へ

の顧客誘導に成功している。ここにおいては、前述の楽曲・イベント・新譜等

の総合的なデータベースをいかに正確かつ広範に作成・提供できるかがプラッ

トフォームビジネスの鍵となる。既に海外でのファンサイトをはじめ、独自に

データベースを作成する動きがある中、顧客の流れを把握し、望ましい売上に

繋げていくためには、我が国業界内での協力体制を築き、公式のデータベース

を早急に構築し、海外に発信していくことが、こうしたプラットフォームビジ

ネスに対抗する上でも極めて重要である。 

 

 

 

 

マレーシア

 政治・宗教上の規制：通関時にＣＤ・ＤＶＤ・写真集等の掲載写真や記述内容につき検査を実施。

 関税・売上税の賦課：音楽ＣＤ・ＤＶＤやＴシャツ等繊維製品の関税は無税。但し、輸入時に１０％の売上税
が課税される。繊維製品等に特化した通関規制は特段講じられていない（ＪＥＴＲＯ調査より）。

シンガポール

 関税・サービス税の賦課：音楽ＣＤ等は無税。ただし、輸入時に７％の財・サービス税が課税される。

 （玩具・雑貨類に関する）輸入許可申請：記録済みのカセットテープ、オーディオCD、DVD、映画用フィルム、
ビデオ・レーザーディスク、音楽レコード、印刷発行物など ※ＤＶＤ付ＣＤについては検閲制度あり。

台湾

 輸入規制：中国製・インドネシア製の綿製品が規制の対象

タイ

 関税・付加価値税の賦課：音楽ＣＤの関税は上限３０％。また、輸入時に７％の付加価値税が課税される。
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●国内外での楽曲ネット配信ビジネスの概況 

世界の音楽市場においては、ストリーミング売上が急伸しており2015～2016年にはデジタル売上

が物理売上を超えると予測されている。米国をはじめ各国では、Spotify や Pandora 等の原盤にアク

セスする権利をマネタイズするいわゆる「アクセスモデル」による配信サービスが大きくシェアを拡大し

ている。こうした大量の楽曲へのアクセスを定額・低価格でストリーミング提供することにより、各国に

おいて違法ダウンロードの流通を低減させ、それまでのフリーライド層を配信ユーザーとして取り込む

ことに成功しているとも言われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

欧米ではレコードレーベルが連合し、原盤使用許諾の窓口を一本化させることにより交渉力を保

ち、配信プラットフォーム事業者に対抗していると言われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 既に我が国においても、Sync Music 等の海外向けのデータ提供の取組は行わ

れているものの、現地ファン層に「旬」の情報を提供するためには、コンサー

ト開催やテレビ放映、新譜発売等の情報を付加して提供していく必要がある。

今般のタスクフォースにおいて、日本音楽制作者連盟より提案されたデータベ

ースの構想を基礎として、業界間での情報提供のシステム構築につき議論を深

め、早期に実現を図ることが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

Streaming music

デジタルが物理を超える

レコード産業売上は
回復基調へ

デジタル売上の
成長率が回復

急進する
ストリーミング売上アクセス・モデル

＜世界のレコード産業におけるデジタル売上の見通し＞ ＜米国レコード売上でのアクセスモデルの比率＞ 

（榎本幹朗氏の説明資料より引用） 
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●我が国での音楽のデータベース・情報サイト構築の取組 

 各団体、企業、有志により様々なデータベースや情報サイトが構築・運営されている。

主に権利処理や使用料の徴収・分配を目的として作成されたものが中心であるが、今後は

アーティスト活動紹介、音源やコンサートチケットの販売促進に繋げるべく、各データベ

ースや情報サイト間の連携が望まれる。 

 

＜データベース＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜情報サイト等＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（６）海外での権利保護システムの改善と海賊版対策 

 

 海外での音楽ビジネスを継続的な収益に繋げていく上で、現地のレコード会

社やプロモーター、権利管理団体等との契約を通じて、確実に印税収入を確保

することも重要な要因となる。特にアジア諸国では著作権ビジネスの認識が低

く、国内関係者は権利収入が不確実であるがために海外展開を躊躇する傾向に

あることから、海外における印税収入のビジネスモデルを確立することが喫緊

の課題となる。中でも、現地の著作権管理団体と JASRACの間の相互管理契約に

よる印税収入確保に期待される部分は大きく、海外の権利団体の徴収能力を如

何に高めるかが鍵となろう。概してアジア諸国での権利管理団体の問題として、

①コンサートや放送番組等での実演に関する権利収入が部分的にしかカバーさ

れていないこと、②カラオケボックス等の個別店舗での音楽使用についての徴

収システムが確立されていないため、徴収漏れが多いこと、③現地の著作権保
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護制度が確立していないために、配信サービスでの楽曲提供においては権利収

入が得られない等の法制度上の不備があること等が指摘されている。これらの

問題を解決する上では、現地権利管理団体の能力向上に向けた支援事業を一層

進めること、また相手国政府との二国間協議等を通じて、著作権保護の枠組作

りを進めていくことが求められる。 

 

●海外の権利管理団体の育成支援の取組 

日本音楽著作権協会（JASRAC）では、ベルヌ条約等に基づいて、音楽著作権を管理する

海外の団体と「管理契約」を締結し、お互いの団体の作品(レパートリー)の相互管理を行っ

ている。すなわち、JASRAC のレパートリーが契約している団体の管理地域で利用された場

合は、その団体が JASRAC に代わって許諾、徴収を行い、使用料を送金する一方で、契約

団体の管理するレパートリーが日本で利用された場合には、JASRAC が、許諾徴収を行い、

使用料を送金することになる。 

2012 年度に外国から送金された使用料は、 

約 4 億 6 千万円であり、JASRAC の使用料収 

入の合計額に占める割合は、0.4％程度で、こ 

のうち、アジア地域が 19.8％を占めている。 

今後、音楽産業の海外展開がアジア地域を 

中心に進められていく中で、著作権使用料の 

確実な徴収を図るためには、アジア各国にお 

ける著作権管理団体の育成支援が非常に重要 

である。 

 文化庁では、世界知的所有権機関、著作権協 

会国際連合（CISAC）、JASRAC、我が国の権利者団体等と協力して、集中管理団体実務研修

生の受入れや、著作権集中管理制度に係る海外現地セミナーを開催し、海外の権利管理団

体の育成支援に努めている。 

  

国内市場に加え海外市場での海賊版対策にも継続して取り組む必要がある。

中心的な課題は海外での違法ネット配信であり、無料ダウンロードできる違法

コンテンツの存在が、我が国音楽産業が海外展開に乗り出す際の最大の障害に

なっている。主な対策としては、違法サイトでの配信状況の把握とプロバイダ

に対する違法コンテンツの削除要請であるが、人的・金銭的なコストは各企業

にとっての大きな負担となっている。日本レコード協会が会員企業からの寄託

に基づき違法サイトに対し一括削除要請を行うスキームは、各企業の対応コス

トを削減する意味で意義が大きく、また、海外で違法ダウンロードされるコン

テンツの大部分は我が国のユーザーがファンの間で共有するためにアップロー

ドされていることに鑑みれば、日本国内でのコンテンツのアップロードについ

ての違法性の認知向上にさらに努めていくことが不可欠である。 

 

 これらの課題に共通したテーマとして、途上国における著作権保護強化に向

放 送

等

26.2%

ビ デ オ グ ラ

ム

19.3%演 奏

等

17.5%

オ ー デ ィ オ

デ ィ ス ク

13.9%

外国からの

入金分

0.4%

JASRAC使用料徴収額の割合（2012年度）

使用料収入合計：

111,683,886,107円

（このうち、アジア地域が占

める割合は全体の19.8%）
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けた制度整備に向け、政府として積極的に取り組んでいくことも重要である。

著作権制度の改正に向け二国間協議等を通じた働きかけに加え、現地の警察や

税関等のエンフォースメント機関への能力向上支援、当該機関と日本のエンフ

ォースメント機関や CODA等業界団体との間の連携強化、現地での著作権の普及

啓発を進めていく必要がある。 

 

●海賊版対策の取組 

 日本レコード協会では、インターネット上で蔓延している違法音楽配信への対策を大幅に

強化するとともに、適法コンテンツの利用を更に促進することを目的として、平成 25 年 4

月、協会内に新たに「著作権保護・促進センター（略称：CPPC）」という専任組織を設置し

た。専任スタッフの拡充等により、これまで実施してきた違法な音楽アップロードの探索・

削除要請件数の大幅な拡大等が図られた結果、平成 25 年 4 月から平成 26 年 3 月末までの

削除要請件数は 813,447 件で、平成 24 年度 1 年間の 2 倍以上の削除要請件数を達成した。 

 

＜日本レコード協会・削除要請件数集計結果＞      ＜CODA・削除要請件数集計結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、コンテンツ海外流通促進機構（略称：CODA）では、2009 年度より、経済産業省

の実証実験として中国、韓国の UGC サイト等への対策を開始し、クローリング技術による

サイト監視とフィンガープリント技術による動画認識（照合）を組み合わせた「自動コン

テンツ監視・削除センター」を運営している。2012 年度から自主的な運営に移行した同セ

ンターでは、コンテンツホルダーの協力の下で、無許諾アップロードされた動画に対する

削除要請通知を各サイト事業者に送付しており、ほぼ 100%の削除実績を維持している。 

 

（７）「面」を「立体」に―日本ブランド構築によって関連産業の輸出拡大へ 

  

音楽産業の国際展開によって期待される効果は、日本のコンテンツに対する

海外での支持層を拡大すること、また製造・サービス業の日本からの輸出拡大

にも繋げられることである。コンテンツの支持拡大と製造・サービス業等の売

上増加の関連性については今後のより詳細な分析を待つ必要があるが、少なく

サイト名 通知数 削除数 削除率

youku 62,783 62,701 99.86%

tudou 56,688 56,308 99.32%

56 6,514 6,412 98.43%

pandora 7,625 7,625 100.00%

ku6 16,142 16,124 99.88%

6cn 23 23 100.00%

pptv 115 104 90.43%

wretch 135 135 100.00%

letv 586 351 59.89%

合計 150,611 149,783 99.45%

削除要請通知実績
（ 2011年8月～2013年11月27日）
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とも、音楽を含む我が国の多様な文化について海外での理解を拡大することは、

より親しみやすい日本の国家イメージを海外に広げる効果がある点については

異論がないであろう。後述するように、日本の音楽ファンを拡大することで我

が国への来訪客を拡大させれば、我が国の文化や生活習慣等に対する海外での

理解を深める契機となり、しいては我が国の国家ブランドの向上や、日本製品

の市場拡大にも繋がることが期待される。 

 

音楽産業の国際展開により期待される波及効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例えば英国では、伝統文化やポップカルチャーについての海外 PRを進めるこ

とで、英国の国家ブランドを向上させ、英国の製造業の国際的イメージを他の

競合国である米国・日本・フランス等と差別化させる取組を行っている。先進

諸国だけでなく中国・インド等の新興国を含む製造業の技術水準が向上し、製

品の技術面での差別化が困難となっている中では、音楽はじめコンテンツへの

支持が製品差別化の重要な要素であり、政府の支援策についてもこの点に焦点

を当てていくとともに、我が国製造・サービス業等が自発的にコンテンツの国

際展開に向けた資金的支援に乗り出していくことが望まれる。 

 

２．我が国への日本音楽ファン誘致（インバウンド） 

 

海外で獲得したファン層を我が国でのコンサート・イベント等に招致するこ

と、また我が国に来訪する観光客に対して、音楽イベントや関連施設・イベン
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ト等への来訪の機会を提供することも、我が国の音楽産業全般の利益に結び付

ける上で重要な課題である。既に、旅行代理店と協力して我が国でのコンサー

トに海外ファン向けの来訪枠を設定する動きも出ているが、海外ファンにとっ

ては、日本でのコンサート情報やチケットの入手等は難しく、こうした取組を

促進するためには、1.（５）で述べたような、総合的なデータベース構築を通

じて海外にコンサート情報を積極的に発信すること、またチケットの海外ファ

ンへの販売のためのオンライン決済等のシステムを構築していく必要がある。

また、日本の音楽ファンが急増している東南アジア諸国はイスラム教国が中心

であることに鑑みれば、こうした海外ファンを国内で誘致する上で料理店や食

品流通でのハラル対応を進める等、官民が連携してインフラを整備することも

重要である。 

 

加えて問題となるのがコンサート会場の確保であり、東京五輪に向けて国立

競技場等の施設の改修のため、複数のコンサート会場の確保が困難となる「2016

年問題」が現実化しつつある。業界と関係省庁とが連携し、大規模コンサート

会場の確保や代替施設の確保等に向けて取り組むことが求められている。 

 

●東京五輪準備と国内のコンサート会場の不足 

 収容人数１万人以上の会場は主にスポーツ施設であり、大規模コンサート会場が慢性的に不足し

ている。2020 年開催の東京五輪に向け建替えや改修が予定されており会場不足はさらに進むこと

が懸念されている。 

東京近郊の主なコンサート会場 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

2020年の東京五輪は、スポーツに加え我が国の文化を海外に発信する上での

大きな好機として期待される。我が国では観光客にアピールできる文化的な施

設や場所は多数あるものの、分散して配置されているために、短期での海外旅
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行客を引き付ける魅力に乏しいとの指摘もある。米国におけるブロードウェイ

やラスベガスのように、エンタテイメントと文化発信の集積地を作ることで、

世界の中での観光地としての東京の魅力を高める取組が必要であり、音楽産業

はその中心的な役割を果たしていくことが期待される。 

 

３．国際展開を担う人材の育成 

 

 音楽産業の国際展開を進めるためには、それを支えるアーティスト、マネー

ジャー、エンジニア等の育成と確保が不可欠である。アーティストに関しては、

海外公演での MC や現地アーティストやメディア等との交流を図る観点からは、

今や英語や現地語の習得は必要条件とも言える。また、マネージャーやエンジ

ニア等についても、語学に加え、海外での商習慣についての知見や現地プロモ

ーターとの人脈等がビジネスを展開する上でのキーファクターとなる。 

 

音楽産業の国際展開の上で求められる人材像と育成策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした能力育成を行うに当たっては、例えば、①海外重要拠点における生

活者情報や商習慣の知見習得のための「グローバル人材教育プログラム作成」

（Crooner 宮野治彦氏の説明資料より引用） 
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を大学・専門機関との連携により促進すること、②重要拠点の現地プロモータ

ーやメディアから優良な提携先を選出して「ビジネスパートナー・マッチング

機会」を提供すること、③海外での実務経験を積む機会創出のための「海外音

楽関連企業との短期人材交流」、および、④組織としての能力向上のために、音

楽業界内の専門家と海外ビジネスの専門家の間の「国内異業種間人材流動化」

を進めていく環境作り、等が挙げられる。一方、日本人の人材育成だけではな

く、今後は日本の音楽ファンでビジネスレベルの日本語も習得した「ローカル

人材の採用」を進めていくことも重要である。こうした取組を促進するため、

業界内での自主的な取組に加え、語学教育や大学等との連携に係る政府支援の

拡充や人材流動化に向けた環境整備等も図っていく必要がある。 
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第４章 音楽産業の国際展開に向けて政府・業界が取り組むべき課題 

 音楽産業の国際展開を加速化させ、他のコンテンツや製造・サービス業等も

連携して国際展開を進める上で、これまでに述べた各課題については、可能な

ものから早急に着手していくことが重要である。今後関係省庁と業界がともに

知恵を出し、政府の既存の支援策が活用できるもの、或いは新たな支援施策が

必要となるものについては、具体的な活用方策や支援策を検討し、実現してい

くことが求められる。本章では、本タスクフォースで提案された国際展開の各

課題の解決に向けて、今後政府・業界の関係者間で追加的な情報収集や詳細な

検討を行った上で、政府の支援策として実現が期待される事項を提示している。

これらの政府の支援策については、今後、知的財産本部がイニシアティブを発

揮し、関係省庁とともに、業界のニーズに応え早急に施策の実現を図っていく

ことが期待される。 

同時に、業界一体ではなくとも、個別企業がビジネスチャンスを発掘し独自

の取組を進めることで成功事例を形成し、業界全体のモデルケースを示してい

く方法も有効である。例えば、第３章１．（１）で述べたように、海外での放送

番組を活用した音楽の発信や他のサービス業との連携等、関心のある企業が中

心となり、政府各省や関係団体の支援も得つつ、成功事例を蓄積していくこと

が期待される。 

いずれにせよ、本タスクフォースの議論の結果を土台として、今後の国際市

場の動向や業界の取組等を踏まえ、政府及び業界が継続的な会合の場を設け、

対策の実施状況をフォローアップするとともに、対応策のアップデートを不断

に続けていくことが重要である。 

＜政府による支援が期待される事項＞ 

・海外におけるプロモーション・拠点構築に係る支援 

 海外放送局での放送枠の確保に向けた支援

 海外でのプロモーション実施に係る支援の拡充

 海外現地拠点の構築に向けた支援

 総合的データベースの作成に向けた支援

 在外公館・ジェトロ等による現地での支援活動

 現地アーティスト等との共同公演を通じた文化交流の推進

・海外市場の調査 

 各国別の音楽市場の動向調査

 欧米・韓国勢の動向についての調査
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・国内への来訪客誘致の加速化 

 ビジット・ジャパン施策との連携による海外での PR活動

 国内での外国人旅行者の受入環境整備

 国内でのコンサート会場の確保

 総合的エンタテイメント施設の整備

・人材育成 

 アーティスト、マネージャー等の語学教育の支援

 海外展開を目指す若手アーティストへの発表機会の提供

 海外の著作権制度やビジネス事情等に関する大学と業界の間の連携

促進

・海外での権利保護システムの改善と海賊版対策

（参考資料）英国・韓国における政府のクリエイティブ産業支援策 

●英国

1997 年に就任したブレア英首相は、国家イメージ向上に向けた戦略として”Cool

Britannia” のキャンペーンを提唱、同 6 月には首相の特命組織として「クリエイティブ産

業特別委員会」を設置した。1998 年には文化・メディア・スポーツ省（DCMS）や貿易産

業省等で構成される「クリエイティブ産業輸出促進勧告グループ」が設置されている。“Cool 

Britannia” は、当時の欧州統合や香港返還、ダイアナ妃死去等による英国のブランド低下

が続く中、44 歳の若手首相就任に合わせ、英国のイメージ回復に向けた機運が高まってい

たことも背景にあると言われている。ブレア政権以降も英国政府は積極的にクリエイティ

ブ産業支援策を実施、また英国のブランド向上に向けた施策も継続されている。クリエイ

ティブ産業とは、DCMS によれば「個々人の創造性、技能、及び才能に基づくものであり知

的財産の展開及び利用によって富と雇用を創出する可能性がある産業」として、映画・音

楽等 13 の産業分野が指定されている。2005 年には、DCMS に CEP（クリエイティブ・エコ

ノミー・プログラム）が設置され、関係省庁とともに各種クリエイティブ産業支援策を実

施、2008 年には CEP が包括的な施策体系として”Creative Britain”を発表した。ここでは、

クリエイティブ産業支援政策を「8 つの戦略、19 の課題、26 のコミットメント」として提

示し、音楽についてもコンサート会場や若手向けリハーサル会場の確保等に向け 50 万ポン

ドの投資を決定している。 

●韓国

韓国では、通貨危機直後の 1998 年から、大統領の主導の下、国際的に通用する新た

な成長産業としてコンテンツ分野に注目し、海外展開に軸を置いた集中的な支援策を実

施している。以来、文化コンテンツ振興院の設立や映画・テレビ番組・音楽等への直接

的な支援等により、国内での優良なコンテンツの創造と海外での市場獲得に成功した。

2010 年の韓国政府のコンテンツ関連振興予算は約 240 億円であり、国内でのコンテン

ツ作成支援から、海外市場開拓に向けたテレビ番組の再制作、海外見本市への出展、音

楽関連イベントへの渡航費用の支援等のきめ細かい施策を実施している。また、コンテ

ンツ振興院を中心に、コンテンツ産業振興のための産学官の協議会や政府機関を設置。

2009 年 5 月には、文化コンテンツ振興院、放送映像産業振興院、ゲーム産業振興院等

の 5 つのコンテンツ支援機関を統合し、新たに「コンテンツ振興院」を設立、それまで

行われていたコンテンツ分野毎の支援体制を一本化することにより、重複支援の解消に
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よるコスト削減を図るとともに、総合的なコンテンツ産業振興策を推進した。 
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おわりに  

 

本タスクフォースでは、音楽産業に焦点を当てて国際展開の具体策について

検証を行ったが、その過程で生み出された対応策の中には、他の映画・アニメ

等のコンテンツ分野においても適用可能なものも多い。これまで政府のコンテ

ンツ海外展開策は、ともすればコンテンツ分野毎の市場動向、特にファン層獲

得のプロセスの相違を捨象した議論が多かったが、それにより政府の支援策が

現実の成果に結びつかない結果に終わっていたものもあった。また各国の事情

や時期によってファン層や市場の動向は常に変化するものであり、それに合わ

せた形で国際展開戦略を練り実施していくことも重要である。今回タスクフォ

ースでの議論をとりまとめた本報告書では、現時点での海外市場と日本から供

給可能なリソースを前提に作られた戦略であるが、この内容は政府・業界関係

者の継続的なコミュニケーションを通じて、日々更新していく必要があろう。 
 
本タスクフォースの意義として、音楽産業における国際展開の課題が、他の

コンテンツ分野の国際展開においても応用可能であるという点を強調したい。

例えば、現地での販売・情報発信・流通の拠点整備は、コンテンツ産業という

ファンとの継続的なコミュニケーションが支持獲得の基盤となる特殊な産業構

造の上では不可欠な取組であり、同様の取組は映画やテレビ放送についても言

えるであろう。また、コンテンツ産業のビジネスモデルを大きく変化させてい

る Google、Amazon、Apple 等のグローバル・プラットフォームへの対抗に関

しては、単に日本独自のプラットフォームを構築するのではなく、日本のコン

テンツ業界が有する情報データベースを業界統一的に整備し、これらプラット

フォームとの関係では、データベース保有・提供の権利を以て対抗する方策が

有効であり、それは音楽産業に限らず出版業界・映画業界等においても同様の

ことが言えよう。本タスクフォースの開催を契機として、他のコンテンツ産業

においても、同様に業界が一体となって取り組むべき国際展開の課題について

の議論が促進され、我が国のコンテンツ産業全体の国際展開が進展することが

望まれる。 
 
最後に、本タスクフォースの議論及び報告書とりまとめに当たり、会合での

有識者ヒアリングへの対応をはじめ、貴重な提言、助言、情報をいただいた関

係者の皆様に、心より感謝の意を表したい。 
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